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は　　じ　め　に
　ドイツ独占の確立期に（1），従来設備資産の評価問題に主要な論点をおき
ながら，法律解釈論として展開されてきた貸借対照表価値問題の混乱（2）は，
R．ブイッシャーの登場（3）をもって一まず終止符をうち，新しい視点から
統一的に把握されることになった．
　かの評価の一般規定が制定されて以来1880年代末葉まで，この論争は，
いわゆる「時価か，原価か」の解釈論議を中心として展開されてきた．それ
は，現象的にみれば，設備資産の評価をめぐる法規と実践の乖離という問題
をどのように理解し，それぞれの特定な理解にもとずいて，法解釈の枠内で
その齪賠を首尾よく克服しうる方向を模索した過程であった．そして，この
過程は，また，独占の生成期に資本集中機構としての株式会社が提起した企
業金融の問題を端初とし，信用と生産力の矛盾・止揚の表現としての法規の
時価規定が．生産力の発展を前提として漸次に空文化してゆく過程であっ
た．（4）「時価か，原価か」の混乱，それは，当初企業金融問題として提起さ
れた貸借対照表価値問題が生産力の一そうの発展を前提として企業それ自身
の主体的な立場から検討され，その過程で複式簿記の原価が顧慮されること
により，生じた混乱であった．いわゆる「前期主観主義」の思潮は，法規の
解釈・批判を媒介としてしか簿記の原価を主張しうる論理を構築しえない信
用の側からの規制と，解釈論としてであれそれを主張しえた生産力の発展，
この両者の矛盾を法解釈の枠内で止揚するための妥協的産物であらた．それ
は，なるほど評価における価値判断の主体と財の使用目的に即応して評価の
個別性を強調し，これにより法解釈の中に経営経済的思考を導入したという
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点で，法規の規定する客観的売却価値と現実の会計実践との矛盾を克服しよ
うという試みであった．だが，それは，末実現利益の排除こそ債権者保護・
資本充実原則にかなうものとして評価の個別性を主張するせよ，それは，基
本的には，過大・過少評価の全面的禁止を含む貸借対照表絶対的真実性の原
則を標榜し，この点で，前期主観主義の思潮もまた客観的売却価値説と同一
の基盤に立脚するものであった．
　1890年代初頭の重工業を中心とする本格的なドイツ独占の成立期に，前
期主観主義を含む貸借対照表絶対的真実性の理論は崩壊し，それにとって代
ったのは，相対的真実性原則を標榜する「後期主観主義」の拾頭であった．
周知のように，当時のドイツのもっとも主要な会計問題の一指標としてみる
べきものは，rlマルク・100％減価償却」によって代表される意識的な過
大償却・秘密積立金の形成という問題であった（5）．後期主観主i義の思潮は，
この問題を評価規定の最高限をめぐる解釈論として展開し，過少評価の適法
性を検討するという形をとりながら，過少許価・過大償却・秘密積立金形成
の合法性を論証しようとした．だが，それは，あくまで法規の条文それ自体
に抵触することなしに実践を正当化しうる方向を法解釈論の枠内で模索した
という点で，なお信用の規制という痕跡をとどめるものであった．
　こうして従来信用という外皮の下に展開されてきた貸借対照表価値問題も，
1900年代初頭独占の確立期を迎えて，　ようやく信用の規制からときはなた
れ，法的色彩を払拭した．ここに価値問題は独占的企業の会計問題にかかわ
るものであることが明確にうちだされ，このような認識にもとずいて新しい
理論ずけを行うための試みが始められた．そしてその創始者の一人が，R．
フィツシャーであった．かれは商人の会計実践に対する現実的な認識から出
発して，何よりもまずほぼ半世記に及ぶ貸借対照表価値問題の全体を複式簿
記実践　　それは，かれによれば商慣習の一側面として定着化し広く流布し
ているものとみなされたが一を基本とする損益計算という土俵にすえ，統
一的に把握することに努めた．これにより，従来財産貸借対照表観と独立的
評価という思考を基調とし，法律解釈論として展開されざるをえなかった価
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値学説は終焉をつげ，それにとって代ったのは，企業の複式簿記実践を基礎
とした損益貸借対照表観と原価主義評価であった．だが，このことは，かれ
にとってそれだけでは必ずしも現実に行われている会計実務一例えば過大
償却や利益償却というような現実的問題一のもつ意味を解明し，首尾一貫
して説明し尽すには十分なものとは思われない．この場合，かれが，現実の会
計実践の基底を流れる重要な商慣習とみなし，とりわけ深い関心をよせたの
は，企業の経営財務的要請であり，その表現としての営業財産の合理的運用
・流動性の維持という問題であった．かれによれば，評価問題はなるほど基
本的には複式簿記を基礎とする損益貸借対照表にかかわる問題として把握さ
れなければならない．しかしながら，こうした貸借対照表を現実に作成する
場合，一般に商人的慣習としての流動性への配慮が強く働き，さまざまな会
計慣行を成立せしめている．このことは，とりわけ設備資産評価についてみ
れば顕著であり，流動性原則こそ減価償却実務を支配する規定的要因である
といわなければならない．かれのこのような所説を批判的に検討する必要が
あるのはいうまでもない．だが，これを一応さておくとすれば，少くともか
れの所説が，従来法解釈の枠内でのみ評価問題を処理してきたのに対し，こ
うした枠をのりこえて，企業の立場から会計現象をとりあげ，その一環とし
て評価問題を思考していくための端初となったこと，それは，注目してよい
であろう．
　さて，本稿は，独占の生成期にこのような貸借対照表価値問題を背景とし
て登場したR．フィッシャーの所説を概観し，二，三の問題の問題点を指摘
することにしたい．
　（1）Rフィッシャーがその主著の一つである「貸借対照表価値論」（Die　Bilan－
　　zwerte，　was　sie　sind　und　was　sie　ncht　sind，　Bd．　L　l905，　Bd．　II．1908，）をも
　　って登場したのは，本格的なドイッ独占体の確立期であった．それは，一方では，
　　従来重工業の各種部門を中心として成立した独占体が，1890年代未葉に諸部門の
　　「縦断的結合」による「混合企業」を発達させ，1900年の恐慌後の不況期にそれ
　　を主体とする独占体の再編成が展開される時期であった．他方では，それは，巨
　　大な混合企業による集中・集積を推進するために，資本信用の支柱としてベルリ
　　ン大銀行による証券業務と交互計算業務の有機的結合を前提とした混合企業と大
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　銀行の直接的結合一好況・不況を問わず不断に独占的利潤を確保するための資
　本家的機構の成立一と人的参与によるその強化をもって特色ずけられる（「戸原
　四郎「ドイツ金融資本の成立過程」第三章，大野英二「ドイツ金融資本成立史
　論」第二章参照．），
（2）　1890年代中葉より90年代未葉にいたる貸借対照表価値論争の過程について
　は，断片的ではあるがすでに幾度か言及しているので，ここでは，その前提に立
　却して小稿をすすめることにする．
（3）R．フィツシヤーの主著としては，つぎのものがある．
　1．　Uber　die　Bedeutung　der　einfachen　Rechnung　und　des　Kontokorrents，1899．
　2．　Dic　Bilanzwerte，　was　sie　sind　und　was　sie　nicht　sind，　Teil　I．1905，　Teil
　　II．　1908．
　3．　Ubcr　die　Grundlagen　der　Bilanzwerte，1909。
　4．　BuchfUhrung　und　Bilanzaufstellung　nach　Handelsrecht，1913．
　5．　Die　kaufmannischen　BUcher　und　Papiere，1914．
　　本稿は2，3，4を使用．なお，上記原典の他に，R．フィッシャーの研究にか
　んする下記の主要文献を参照．
　　　K．Barth；Die　Entwlcklung　des　deutstchen　Bilanzrecht，　Bd．1．1956．
　　　E．Walb；Zur　Dogmengeschichte　des　Bilanz　von　l861－1919，1933．
　　　W．Osbahr；Die　Bilanzen　von　Standpunkt　der　Unternhemung，1918．
　　上野道輔「新稿貸借対照表論上」，同「ルドルフ・フィツシャーの貸借対照表
　論」（日本会計学会編「会計理論」所収），木村和三郎「減価償却論」，馬場克三
　「減価償却論」，岡本愛次「ドイツ会計学史」，松尾憲橘「近代会計学の基調」，
　浅羽二郎「ドイツ会計学序説」，宮上一男「工業会計制度の研究」，井上　清「ド
　イツ動態論の成立過程」（「会計」，85巻，1号），飯野利夫「会計上の保守主義に
　ついて」（「一橋論叢」，22巻，4号），同「フィッシャー学説の展望」（会計，57巻，
　2号），高田正淳「勤態論の資金的側面」（国民経済誌，98巻，1号，後に「収支
　損益計算論」に書替えられ「動的貸借対照表の資金能力」と題して所収）．
（4）宮上一男，前掲第三章．
（5）　この問題については，津守常弘「ドイツ独占確立期における自己金融と決算
　政策」」（1），（2）（「経済学論叢第88巻」，第5，第6号），同「ドイツ独占資本
　主義と秘密積立政策」（「立命館経営学」，第3巻・第2・3号），同「ドイッ静態
　論と秘密積立金」（「立命館経営学」，第2巻，第2・3号）を参照．
R．ブイツシヤー学説概観
1　出発点；価値論争に対する現状認識と価値説批判．
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　R．フィツシャーの出発点は，上述のように商法上の評価規定の解釈論を
中心として展開されてきた貸借対照表価値問題を，商人の会計実践に対する
現実的認識を基礎として吟味し，自説を展開するに先立っていかなる点が批
判・克服されるべきかを解明することであった．
　かれは，まず，評価規定の解釈をめぐる当時の状況について概略つぎのよ
うにのべる．
　現行商法の評価規定は，40条の一般規定と261条1－3の個別規定から
構成されている．この場合一般に論議の中心として姐上にのせられるのは，
40条にいう価値とは何であり，また，その解釈に関連して評価の一般規定
と個別規定の関連は，いかなるものとして理解されるべきかという問題であ
る（Bilanzw，　s．13／44．）．
　40条は，「普通ドイツ商法」（A．D．H．G．B．）31条の規定に対応する．40条
を審議する場合，立法者には旧規定31条の実質的な内容を変更しようという
意図はなく，かれらが言葉の上で若干変更を加えたことを別とすれば，40条
は，旧規定31条をほぼそのまま踏襲したといってよい（Bilanzw，　s．13，
Buch£s．43．）．問題は，31条の価値の解釈であるが，法規の形成史の教え
るところによれば，この法案の審議の母体であるニユルンベルグ立法会議に
おいては客観的売却価値が規定されたものと推察しうる（Buchf．　s．46．）．
　少くとも普通ドイツ商法の成立まで，法規及び文献は，評価に際し慎重な商
人が伝統的に尊重してきた複式簿記の取得原価を固守してきた．このことは，
J．ザァヴァリー（J・Savary）の「完全な商人」や「プロシャ普通法」の評価
規定をはじめとし，「プロシャ商人法」その他においても明瞭に認められる．
すなわち「立法者及び著者達は，商人慣習の正当性について全面的に確信し，
しかもこの際費用計算，成果計算の原則が問題であるという意識をもって，
その慣習を是認」（Buch£s．45．）してきた．それ故に，普通ドイツ商法31
条の評価規定の制定まで法規と実践の問には，いかなる乖離もみられない
（Buch£s．43，46．）．
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　両者が著しく乖離し，またそれにより価値論争という混乱が惹起した主た
る原因は，ニユルソベルグ会議の法典編募の経過の中にみいだされる（Grn－
ndl，　s．39／40，　s．45／46．）．この評価規定の制定直後，大抵の注釈者達は法規
のきわめて厳格な解釈に固執し，評価の場合全財産に対し客観的売却価値を
適用することを考えた（Bilanzw，　s．14，　Buchf，　s．51．）．かの著名な1873
年の帝国上級商事裁判所の判決は，31条の価値の解釈として企業の継続を
前提とし，しかもその上で仮想的な清算という観念的操作をした上で，客観
的売却価値が真実の価値として妥当するという見解を表明した．清算が実際
に及ぼす影響を顧慮せず，しかも清算を仮定する換価価値・実現価値という
この思考は，法規の実際的な適用という問題に関連して各種の価値解釈論を
惹起し，この論争の直接的な動機となった（Bilanzw，　s．14，　Buch£s．47．）．
1870年代中葉より，とりわけ使用財産の評価について法規と実践の対立が
表面化するに及んで，1884年「株式改正法」は，実践的要求に促進され未
実現利益の排除という名目の下に，株式会社に対し評価の一般原則に対する
例外規定を制定した（Buch£s・47・）．だが，少くとも一般的には，　H・v・ジ
モン（H．v．　Simon）まで客観的売却価値説が支配的あった（Bilanzw，　s．
14．）．
　周知のように，H．v・ジモンは，評価問題について企業における財の使用
目的に即応して「営業財産」を「売却財産」と「使用財産」に大別し，営業
所有者の主体を顧慮して「主観的・個人的価値説」を主張した．かれが財の
使用目的や営業所有者という主体に着眼し，価値問題を解明しようとしたこ
とは，たしかにかれの卓越した功績であった（Bilanzw．　s・14～16・）．だが，
かれは，評価の場合，主観的・個人的価値という国民経済学上の理論を援用
し，それを基礎として実践に適合させた法解釈を試みた．その点で，かれの
理論もまた，従来支配的な客観的売却価値説にみられるように，独立的な評
価という思考と同一の立場を代弁するものであった（Bilanzw．　s．15，　Gru－
ndl．　s．5．），
　そしてH．v．ジモンの理論は，個人的・主観的価値というその特殊性の故
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に比較的小数の人達によってしか，完全な賛同をえたにすぎない．勿論，か
れの理論の影響によりその後，客観的売却価値の適用範囲は売却財産に限定
された．だが，なお大多数の人々は依然として客観的売却価値説を信奉し，
上記の判決どおり営業の継続を前提とした仮想的実現価値を念頭においてき
たのである（Bilanzw．　s．16．）．さらにまた，現行40条を審議する場合に
も，評価の個別規定は，末実現利益の排除という立法の趣旨に鑑みて株式法
の範囲を超え広く一般的に適用するということは拒否された．それ故に，総
じてこのような事態から推察すれぽ，かの判決は依然として現在もなおその
意義を保持し続けているということになる（1）．
　R．フィッシャーによれば，貸借対照表価値問題に対する当時の現状は上
記の如きものとして認識されなけばならない．評価規定の歴史的系譜やニュ
ルンベルグ委員会の審議の過程に対するかれの見解について特別にたちいり
詳細に吟味すれば，二，三問題にすべき点もないわけではない。だが，それ
にも拘わらず，R．フィッシャーのこのような現状認識は，全体としてはほ
ぼ正鵠をえたものとみなしてよいであろう．
　かれは，このような現状認識を前提として，ついでこのような現状が，現
実の商人の会計実践と果して照合するものであるかどうか，また，そうでな
いとすれば，それはいかなる点で批判され克服されなければならないか，と
いう問題をとりあげ，概略つぎのようにのべる．
　貸借対照表価値基準を確定しようとする場合，一般に「総じてどのような
方法で，この価値は，簿記及びその決算つまり貸借対照表に到達するか」
（Bilanzw・s・16．）という問題が提起される．企業の営業財産にかんする記
帳は通常取得原価を基礎としており，本来貸借対照表価値とは簿記上の取得
原価を意味し，それ以外のものではありえない．勿論，期未貸借対照表の作
成に際し原始的財産目録が作成され，帳簿在高と実際在高とが比較・照合さ
れ，両者の間に乖離があれば，前者は後者によって修正をうけるはずであ
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る（2）．だが，「財産目録を作成する場合問題になる価値が，たんに財産の
属性を基礎にして取得原価から独立的に査定されるはずであるということは
誤謬である．」（Bilanzw．　s．16／17．）一般に商人の慣習によれば，取得原価に
対する認識は，使用財の評価に際してはあらゆる事情の下で，売却財の場合
には慎重の原則が作用することにより，財産目録作成の場合あらゆる財の評
価の前提となっている．総じていえば「商人は，固有な価値としての貸借対
照表価値の成立に何らかの説明を与えることは不可能であり，……むしろか
れは貸借対照表価値の成立を簿記から，しかもそれのみから説明しようとす
る．」（Grundl．　s．6．）
　このような商人の現実的な会計実践に照らして価値論争の現状を省祭すれ
ば，もっとも批判されるべき問題として指摘されるべきことは，つぎの点で
ある．すなわち，初期の法解釈論としての客観的売却価値説であれ，あるい
はその批判として現われた主観的価値説であれ，これらの諸説は，ひとしく
その立論の基礎的前提として何らかの経済学上の価値概念と帳簿上の数値と
の同一性という，暗黙の了解の上に成立していることである（Bilanzw．　s．53
～55．）．だが，商人の会計的慣習である簿記実践という見地からすれば，「こ
のことは当てはまらず，全く別な概念が問題になるのである．すなわち，営
業財産は，その個別的部分についてみれば，たえず価値転換をしているが，
こうした営業財産の状態は，特定の日に貸借対照表によって確定される．よ
り詳細にいえば，一方では，貸方により，この時点で営業に自己一及び他人
資本として営業に投下された金額がどれだけかが，確定される．同時に，他
方では，その資本がとりうる個々の構成形態についでいえば，それがいかな
る形態及びどのような大きさであるかが，借方によって確定される．積極財
産及び消極財産がそれらの構成要素とみなされるとすれば，積極財産及び消
極財産はすべて，個々の項目として個別化しているといいうる．だが，忘れ
るべきでないこと，それは，そのような個別的部分であるものは，貸借対照
表というの意味ではただ貨幣的数値を提示するにすぎないという点である．
貸借対照表に計上された財産構成要素，この要素の純粋に計数上の観念から
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明らかになること，それは，こうした概念からは一般に財産評価と解せられ
る行為のためには何物も引きだされえないこと，これである．」　（Bilanzw．
s．52．）それ故に，結論的にいえば「それ（＝貸借対照表価値の真正性）は，
人々が財の価値の一般的考察により到達する結果すなわち経済学上の価値の
真正性と……いささかなりとも共通性を有することを必要とはしない．」
（Grundl．　s．6．）
　こうしてフィッシャーによれば，31条の規定する価値の解釈としては，
上記の如く一般に1873年の帝国上級商事裁判所の判決にみられるように，
客観的売却価値説が妥当する．だが，このことはあくまで法規の解釈それ自
体として成立しうるのであり，内容的に40条の立場に賛意を表明すること
を意味しない．商人の会計実践によれば，評価は商慣習として流布している
複式簿記を基本とする貸借対照表という立場から考察されなければならない．
この点で，かれは，一方では40条の価値をもって客観的売却価値と解する
が，他方では商慣習法の成立を肯定し，これによる成文法の変更を説く．こ
うしてかれは法規と実践の懸隔を打破する方向を求めた．
　2　複式簿記と損益貸借対照表
　R．フィッシャーによれば，独自な価値としての貸借対照表価値の成立は
否定され，価値問題は，複式簿記の原価に対する認識を基礎として把握され
なければならない．このような視点から，R，フィッシャーはなお一そう立
ち入って価値問題を検討し，およそつぎのように主張する．
　（1）　H・v・ジモン以来r般的な見解によれば，企業の営業財産は，企業に
おける財の使用目的に即して使用財産と売却財産に大別される．だが，営業
財産が使用目的の点で両者に区別されるのは，それらの事物に固有な「内在
的性質」によるものではない（Bilanzw．　s．44．）．それらは，いずれも「営
業経営で費消された資本が外面的形態上現われる姿態」に他ならない（Bila一
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nzw・s・21・）．しかも注目すべき点は，営業財産のあらゆる構成部分は，不
断に相互に交替しその姿態を変えるが，その過程をつうじて漸次に流動化す
る傾向を有することである．この点で営業財産は，資本の「継続的な循環」
を具体的に現わすものであり，それは，この資本循環における流動化の速度
に応じて「固定財産」と「流動財産」として把握されなければならない．そ
れ故に，主観主義の拾頭以来伝統的にみられるように，使用財産と売却財産
を二大別することは，本来資本の姿態変換，営業財産の流動化の過程にかか
わるものとして理解されなければならない．
　営業財産は，すべて「目的財産」として終局的には企業者の利潤獲得とい
う指向によって規定される（Bilanzw．　s．272．）．したがって「（営業財産の）
不断の変化とそれにより行われる他人財産と自己財産の交換は，自己財産の
増大を媒介としなければならない．」（Bilanzw・s・21・）この場合，従来から
論議されてきたのは，「営業成果の計算に関連して流動財産のみが問題にな
るのか，それとも設備財産も問題になるのか」Bilanzw・s・23・）という問題
である．所得税法及びフユイスティング（Fuisting）の見解やその配下にあ
る一般的な見解によれば，利潤の大きさを規定する要因は流動財産の増減の
みであると考えられている．だが，この二つのグループは，各々「有機的結
合体の一部」としていずれも利潤の実現に関与する．このことぱ一般に「自
己規制的機構」と呼ばれる複式簿記の勘定記入の原理によって示されるであ
ろう（Bilanzw．　s．23／24・）．
　利潤護得の目的でなされた支出は，簿記上一般に「財産」及び「失費」と
して処理される．財産は「価値性またはプラスの価値」，失費は「無価値性
またはマイナスの価値」という観念に結合されている（Bilanzw・LVorw・
s．IV・）．だが，財産と失費とは本質的に相違しているわけではない．これ
らは，むしろ，「営業上の費用」という統一的な概念の下に包括されなけれ
ばならない．営業上の費用は，いわば「両者に共通した中性的地帯」ともい
うべきものであり，この点で財産と失費の区別は，絶対的なものではなく相
対的な意味において理解されなければならない（Bilanzw・s・27～31・）．
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　こうして，価値問題の基底にあるものは，利潤獲得を指向する企業者の意
思を前提とした資本循環の過程であり，複式簿記はその手段として存在する．
これらの過程は，つぎのように総括される．
　「一般に営業に投下された財産は移転するが，この循環は，これ（＝営業
財産の構成要素の間にみられる直接的・間接的姿態変換）によって，結果と
して完全な連鎖をもたらすであろう．すなわち営業財産のいかなる部分も価
値の変換から除外されることはない．そして簿記及び貸借対照表は，恒常的
に価値転換を行なう財産構成要素を示す．それらは，その言葉のもっとも厳
密な意味においてすべての価値転換を……表示するのである．」（Bilanzw．　s・
33．）
　こうして，フィッシャーによれば，貸借対照表価値問題は，何よりもまず，
利潤追求を指向する資本循還の過程に関るものとして，企業の資本・利潤計
算という視点から把握されなければならない．　　　　　　　’
　（2）　それでは，企業の資本・利潤計算はどのようにして行われるか．かれ
によれば損益計算のもっとも単純で基本的な形能は「収支計算」であり，貸借
対照表は「そのより高度な……完全な形態」（Grundl．　s．13．）である．収支
計算によって損益の算定をする場合，一つの前提，すなわち一般にその期間
内に発生したすべての取引が現金収支として決済されるという前提がなけれ
ばならない（GrundL　s．28．）（3）．だが実際には，企業の営業活動により若
起された営業財産の増減変化の中には，期間計算という前提から期未に収支
として解消されない未解決の項目が存在する．このような項目を排除し期間
損益を算定するために，収支計算は何らかの修正を必要とする．だが，かれ
によれば，この修正は，収支計算の本来的な性質に背反すると考えられるの
で，「これらの異質の要素が不断に強制的に介入することは，収支計算法の
基礎を不断に浸蝕する．」（GrundL　s．29．）期間計算の立場から収支計算が
体系的な修正を必要とし，しかもそれが収支計算の枠内で行うことができな
いとすれば，それに代替しうる方法がなければならない．すなわち「この計
算方法は，それ自身の体系より有機的に真実な損益の計算を算出しそれ自体
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均衡を保持するので，正当にも均衡の方法……すなわ商人貸借対照表と呼ば
れる．」（Grundl．　s．9．）
　R．フィッシャーによれば，貸借対照表が損益計算の「より高度な……完
全な形態」とみなされるのは，それが商人の複式簿記から誘導されることに
よる（Grundl．　s．6．）（4）．複式簿記の生成と育成，それは，中世商業都市に
おける信用経済の発展によるものであり，それは，「数百年間にわたる検証
を経た商人の損益計算の体系」（Grundl．　s．14．）として存在する．それは，
すべて姿態変換をとげる営業財産の循環過程を営業上の取引として把握する．t
これにより，複式簿記は「取引の要求に適った損益計算の方法」（Grundl．
s・14・）として，商人の会計慣習として伝統的に定着化している．「自己財
産と他人財産の問の永続的な循環，これを計数上確定し，営業財産の所有者
に対し他から委託された手段一それが商品であれ貨幣であれ一がどれだ
けの大きさであり，それらがどこに残留しているかを不断に解明すること，
しかも，どのような範囲で営業財産が他人資本によって構成されているかと
いうことのみならず，正常な営業取引の場合，恒常的に増大する手段がどの
ようなものであり，また，この増大分が年度未にどれだけの大きさであるかrt
ということをある程度まで正しく表示すること，こうしたことは収支計算法
の能力をこえる．これを遂行するために商人の簿記体系が樹立され，形成さ
れる．」（Grund1．　s．13．）
　商人貸借対照表は，基本的にはこのような体系的損益計算法としての複式
簿記を基礎とし，原価の範囲を吟味し統制する原始的財産目録を媒介として
誘導的に作成される，
　（3）商人の複式簿記実践に即して貸借対照表概念を規定すべきであるとす
れば，それは，まず，諸勘定の期間的な「総括的締切勘定」すなわち「決算
残高勘定」とみなされる．すなわち「営業年度未に資産勘定の残高は，総括
的な締切勘定すなわち決算残高勘定の借方に計上され，負債及び資本勘定は
その貸方側に計上される．貸方側は……営業財産の財政状態にかんする報告
を示し，これに対して借方側には営業財産の個々の構成要素が計上される．］．
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（Buch£s．6．）この場合，決算残高勘定としての貸借対照表の借方及び貸方
項目は，基本的には複式簿記に固有な貸借平均原理という技術的な勘定記入
の法則にしたがうものであり，それ以外の何らかの特殊な理由によって規定
されることはない（Bilanzw．　s．255ff，299．，302・u・s・w・）．
　それ故，これまでのべてきたことは，つぎのように総括される，
　「総じて商人貸借対照表は，一般的な意味での財産表示すなわち財産とい
う客体及び負債としての積極財産及び消極財産を対照したものではない．決
算残高勘定の貸方は，いかなる負債をも表示するものではなく，営業財産に
含まれた自己及び他人資本を表示する．借方は営業財産が表示されるが，そ
れは，財産のいかなる客体をも示すのではない．売却のため及び使用のため
に規定された事物は，貸借対照表にとっては，まさしくその当時に商品及び
設備に含まれた原価である．」（Buchf．　s．42．）
　一般に指摘されるように，R．フィッシャーの資本循環過程や複式簿記に
対する認識は，きわめて素朴で断片的であり，半ば直感の域をでないといっ
ても過言ではあるまい．だが，それにも拘わらず，かれが，混乱した貸借対
照表価値問題を法解釈の枠をこえ，それ自体資本循還・複式簿記実践に直接
的に関る問題としてとらえ，統一的に説明することを求めたということは注
目してよいであろう．そこには，信用の栓桔をのりこえて商人貸借対照表の
目的を損益計算と規定し，それを高揚しうるまでに発展したドイツ独占体の
姿をみることができる．
　3　流動性性原則と減価償却概論観
　ところで貸借対照表作成実務が，伝統的に商人の複式簿記実践とかかわる
ものであるかぎり，上述のように，それは，基本的には決算残高勘定として
過去の取得原価に基礎をおく「回顧的計算」として把握される．だが，この
・ことは，必ずしも，現実の貸借対照表作成実務の内容が過去指向的なものに
よってのみ繕導されることを意味するのではない．むしろその基底には長年
にわたる過去の経験の集積を基礎として「予見的要素」が強く作用している
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（Grundl・s・42・）．ここにいう予見的要素とは，現在と将来の経済的事象が
相互的作用・内面的関連を有する結果として，将来問題になる損失一一その
発生の有無や金額が確定的であれ，あるいは不確定的であれ　　を考慮予
測して，現在の成果計算に計上するという経済的考量を意味する（Grundl．
s・43・），この予見的考量は，「予見の原則」，「損失一または費用平均の原
則」，「自己保険の思考」，「流動性の原則」として現われが（Grundl．　s．69／70．），
このうち流動性の原則は最高の原則である（5）．貸借対照表にこうした将来
指向的な経済的考量が介入しているとすれば，それは，もはや回顧的損益計
算それ自体ではありえず，流動性という見地から「営業財産の合理的運用」
をはかるべき手段となる（Grundl．　s．43．）．
　流動性ぱ，営業財産の「質」的側面を象徴するものとして，それは，流動
資産と短期債務及び経常支出の和の差額を意味し，営業財産の合理的運用と
は，その差額を可及的に増大するように営業財産を具体的に運用することを
いう（Grundl・s・74・）．そして，この流動性の良否は，営業財産の安全性の
有無・資本緊張度の是非を判断するための指標である．例えば予見された損
失や偶発的損失が現実に発生すれば，一時的に巨額の資金を必要とするが，
この場合それに充当すべき資金に十分余裕がなければ，営業財産の流動性は
極度に圧迫され，この支出と補償手段の間に生ずる不均衡によって，企業の
存立そのものが危険にさらされる．流動性の悪化は，こうして致命的結果を
招来するが，この悪化の最大の原因は，営業の過度な拡張にともなう資金需
要と補償手段の間の均衡衷失や企業合併を背景とした過大な配当支払の中に
潜在している（GrundL　s．75／76．）．
　流動性への配慮という財務的要請から将来発生する支出にそなえ，必要な
資金を予め見越して毎期部分的に現金資産が積立留保されなければならない．
だが，現実的には，このような財産を特別に留保し，「実際的に抱束」する
ことが必ずしも可能であるわけではない．そのため商人は，計算技術的操作
により財務的要請を首尾よく遂行しうる方法を求めてきた．そしてかれは，
実際的抱束の観念に代替する「計数的抱束」という観念一現実に資金が積
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立られなくてもそれと同一効果を期待しうるはずの計数的方策一をもっ
て流動性の緊張をともなうことなく資金調達を容易にする方法を生みだし
た．すなわち，それは，「計数的費用平均」という思考である（GrundL
，s．　78．）．
　　「損失一または費用平均の原則」は，商人の成果計算における「典型的現
象」として「商人貸借対照表を支配する経済的原則の発現」とみなされる
（Grundl．　s．69．）．それは，営業財産の利用により毎期享受する利益に対し，
それに関連して将来一時的に発生することが予想される損失を各期に平均的
に負担させるという思考である（Bilanzw．　s．56／57，　GrundL　s・57・）・商
人の損益計算が最終的に指向するもの，それは，この損失見越分を控除する
以前の利益すなわち総利益ではなくて控除後の純利益である（Grundl．　s・
74，Buch£s．36．）．この原則は，それ故に，純利益の算定・損益の期間的分
担を目的とし（Buch£s．29．），「収入の点での過大分」及び「支出の点での
過少分」をいわゆる「予想項目」＝「成果平均項目」により修正することを
意味する．簿記計数はこうして修正されるが，この修正は「計数移行」と呼
ばれる（Buch£s．29．）．しかも，費用平均の原則をつらぬく損失予見の思考
によれば，その発生の確実な営業財産（例えば使用財産）に対する支出のみ
ならず，過去の経験を基礎とした予測による損失（例えば貸倒損失），天災，
地変など，その発生も偶発的で金額も不確実な損失予見などもそこに含まれ
る．したがって，この原則が個々の会計現象として発現する態様もまた多様
であり，こうした予見的要素を含む損益の期間的帰属を意図し，簿記数値を
修正する場合事態は実際には複雑である．これらは，比較的単純な場合とし
てはいわゆる「繰廷・見越勘定」に，複合的な場合としては「無形固定資産」，
　「社債プレミアム」，「年金」，「使用財」の減価償却の際にみることができる．
　とりわけ最後の使用財の場合，それはもっとも複合的であり，使用による便
益と損失負担の期間的な相互的関連を解明するということは，最大の困離を
　ともなう（Buch£s．，　GrundL　s．）．
　　一般に，使用財は，その取得年度には取得原価またはそれ以下の数値で，
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それ以後は減価償却により償却した残存価額をもって貸借対照表に計上され
る．この数値は，その財に固有な内在的性質・有用性に帰因する使用価値を
表現するものでもなければ，独立的評価の結果でもない．使用財の使用可能
性の減少が発現するのは，原則としてその廃棄の時期であるとすれば，その
取得原価は，使用の全期間についてみればそのまま存続するはずである．し
たがって「使用財の帳簿価格の厳密な取扱については，それに投下した資本
部分の全体が，その廃棄の年度に一挙に損失となるようにすべきである．」
（Bilanzw．s27。）だが，もしこの損失がその廃棄時に一時的に全額計上され，
設備更新・買替のために資金の巨額が放出がされると，当該年度の流動性の
安全性は衷失し，顕著に悪化する．減価償却は，将来，廃棄の年度のみが負
担するはずの損失を予見し，使用財の便益を享受する各年度に部分的に負担
させ，年度総利益から純利益を算定する手段である．この点で，減価償却は，
使用財の使用可能性の減少に直接的に関与するものではなく，また，簿記上
の取引に由来する損失の計上でもなく，予見的要素にもとずく合理的な財務
上の措置である（Grundl．　s．57．）．
　こうしてフィッシャーによれば，減価償却は失費または損失の分割であり，
しかも，それは，企業の営業財産の合理的運用・流動性の維持という営業政
策にもとずいて処理されなければならない．
　将来一時的に発生する使用財の使用可能性の衷失と廃棄，それらを見越し
て行う減価償却という手続は，使用財の取得原価が廃棄の時期まですえおか
れ，その時点で全額損失として負担される不都合をさけるための方法として
発生した．それは，使用可能性の点で将来生ずるはずの損失を可及的均等に
その便益を享受する各年度に負担させることを意図した．それが習慣的に定
着化する過程で，巨額な資本投下を必要とする使用財については，流動性へ
の配慮から当初現実的に準備金を積立る方法より，さらに一定の償却額を各
期末毎に損失として計数的に留保する方法が生みだされ，計数的費用平均と
いう思考が成立した．すなわち「使用財産についての年次減価償却ならびに
その他の将来において発生し，なおまた経営方法によっても発生する損失と
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関連して決定される計算上の引当金については，今日なお，個々の経営年度
間に適当な費用平均を行うという理念が含まれていることが認められるべき
である．経営上非常に重要なこの理念の発生と普及は，全くもって更新，買
入に使用すべき資睾に対する配慮のために，年次収益を減少させる形で計算
上の配慮を行うという思考方法を力強く推進したところの流動性の配慮に婦
着せられるべきである．」（Grundl．　s．81．）
　減価償却計算は，将来の損失負担の計数的均等化という現点から原則とし
て取得原価を各期未一定額ずつ償却する「定額法」を基礎とする（Grundl．
s．67．）．この場合，とりわけ注目すべき点は，耐用年数の決定である．それ
は，物理的使用可能性に対する見積りのみならず，技術的進歩による陳腐化
の問題も含むものである．この点で耐用年数の評価は，可及的に低く見積る
べきであるが，さらに，損失負担の均等化・「通常の（均等）配分方法」か
らの「偏向」　（例えば利益償却法）も，それが合理的な営業処理に適合しう
ると判断されるかぎり是認される（Bilanzw．　s．74．）．営業成積が不良で配
当支払が困離の年度には，必ずしも償却を行う必要はなく，また，その良好
の年度に過大償却→秘密積立金の形成をすることは，流動性維持という視点
からかえって損失負担の均等を実現することになる（Bilanzw．　s．75．）．
　こうして，フィッシャーは，貸借対照表価値問題の考察から出発して，そ
れを商人貸借対照表の成果計算目的に関る問題として把握すると共に，この
ことを前提としてなおそこでは流動性の維持という経営財務的要請が評価問
題の規定的要因として強力に作用していることを指摘し，さらに，これらの
ことがたんに評価問題だけでぱなくて広く会計問題全体を支配するものとし
て，結論的につぎのようにいう．
　「全論述の成果は，つぎのように総括される．貸借対照表は，営業上の配
慮という観点の下に作成される商人の成果計算であり，流動性ぱその指導的
なモチーフを形成する．だが，この予見的要素の特徴は，回顧的な基礎を決
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してぬぐいさるものではなくて，貸借対照表は今日まで適正かつ真正な損益
計算に留まる．」（Grundl．　s．84．）
（1）貸借対照表価値論争に対するR．フィッシャーのこのような現状認識の是非
　を，ここで特別に問題にはしない．ただここでは，かれの直接的な論敵であった
　H．v。ジモソの見解との関連で法解釈の問題で若干異る部分を指摘しておきたい．
　第一は，法規の形成史問題にかんするR．フィツシャーの理解によれば，評価問題
　について法規と商慣習の間に懸隔が生じたのは，普通ドイツ商法の成立によると
　いう点である（この問題に対するH．v．ジモソの見解は，拙稿「ジモンの主観的価
　値説」を参照．）．第二は，この問題と関連してこの評価規定の審議の母体となった
　ニュルンベルグ委員会の法典編纂の事情にかんするR．フィツシャーの解釈の問
　題である．かれによれば，この評価規定は，その条文の基礎として元来取得原価
　を規定するプロシャ算案に依拠しており，審議の過程においても，字句の修正の
　みで取得原価評価の規定を変更する意図はなかった．だが，現実に言葉の操作を
　重さねるうちに結果として「無意識的に」独立的時価評価という原則にすりかえ
　てしまった，というのである（Buihf．　s．46／47．）．第∋こ，　R・フィツシャーによ
　れば，旧規定31条と改正ドイツ商法40条とは同一内容を有するものであり，改
　正商法38条の正規の簿記の原則によっても，何らその実質的内容を変更しうる解
　釈を下すことはできないという点である（この問題については拙稿「1897年の改
　正商法における評価規定をめぐって」を参照）．いずれにせよ，法規定の解釈を
　めぐるH．v。ジモソ対R．フィッシャーの問題は，別に稿を改めて考察すること
　にしたい．
（2）かれは，帳簿在高と実際在高の照合の問題を「形式的真正性」と「実質的真
　正性」の照合とよび，いわゆる「原始的財産目録」作成目的の問題として展開す
　る，すなわちいう，「貸借対照表艇値の確定は独立的な評価を基礎として行われ
　るべきであるという素人の誤謬の根拠は，財産目録作成の目的の中にもとめられ
　る．……財産目録作成の目的は，決算書を作成する場合，原価の範囲を吟味し統
　制するという点にある．……（原始的，第一義的な）財産目録の作成は，その計
　算期間の終りに期中をつうじて記録計算の外部により告知されることのない状態
　のために失われてしまった金額の減少分を査定すること，すなわち不一致となっ
　た費用計算を再び一致させるという課題を果すべぎであったし，現になおそうで
　ある．」（Grundl．　s．16－17．）こうして，原始的財産目録は，簿記の帳簿残高を
　実際在高に修正し正しい損益計算を行うための調整機構として，簿記の元帳締切
　りの補助手段である．
（3）かれによれば，貸借対照表項目は，財産としての固有な価値の貨幣的表現で
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　はなくて，基本的には簿記計数の維承として期間計算の立場から修正された収支
　額を意味するにすぎない．損益計算のもっとも基本的形態としての収支計算は，
　期間計算の立場から（1）「当期に支払われ期未に残存する財（商品）」，（2）「売
　掛金」，（3）「前期以前に購入された財で期未に残存するもの」，（4）「売掛金」，
　（5）「貨幣信用の授受」という点で修正を付加されなければならない．（1），（2）
　は収入の点での付加分を，（3），（4）は支出の点でのそれであり，この修正を媒介
　として貸借対照表借方は，本来的な現金収入の他に売掛金と期未棚御部分に相当
　する収入を，貸方は固有の支出と同時に買掛金，前期繰越分に相当する支出分を
含む．これらが，損益貸借対照表の構造の量的側面にかんする問題であり，回題
　的損益計算の基礎を構成するものである．
（4）　いわゆる簿記を基本とした損益貸借対照表観と取得原価主義を説くR．フィ
　ッシャーの所説においては，複式簿記実践の問題は，きわめて重要な役割を果し
　ているといってよい．したがってR．フィツヤーの所説の一基底をなす複式簿記
　それ自体を，かれは，いかなるものとして認識し，どのような簿記観を表明して
　いるか，また，それは貸借対照表論全体とどのような関り方をしているか，さら
　に，それは，かれの主たる関心事である使用財の評価という現実的な問題とどの
　ようなかかわり方をしているか．これらの問題は，かれの所説の真随に触れるた
　めに相当重点的に取扱われなければならないであろう．かれは，いずれの主著に
　おいても複式簿記実践践の問題と密着しつつ問題を解明しようという意欲をみせ
　ている．だが，簿記論全体としての説明は乏しく，散慢で明確性を欠き，しかも
　必ずしも一貫した説明をしているわけではない．簿記についての比較的まとまっ
　た論述としては，「商法における帳簿の記入と貸借対照表の作成」の序説に相当
　する中で「記帳の意義」という表題の下にとりあげられている部分である．その
　中で，かれは概略つぎのようにのべている．
　　複式簿記は「商人がその営業取引を特定な計数的な形態において記述し，その記
　載された結果を期間的に貸借対照表として総括する慣習」（Buchf．　s．3．）であり，
　この慣習の起源とその育成の中心は，中世イタリー商業都市の形成と発展の中に
　もとめられる．「商人簿記の生成及び発展の嫁動的な原因」（Buchf．　s．3．）とし
　てみなされるべきものは，この中世商業都市を中心とした信用経済の発展である．
　すなわち．「現代の信用経済ならびに簿記の起源とその原産地は，本質的には
　同時的に発生する，この二つの組織の生成と普及は，明白に相互作用的に存在す
　る．だが，この作用を外面的にとりあげ，商人にとって取引範囲が増大したとい
　うことが，記帳をするという動機であったずであると説明するだけでけでは，十
　分ではないであろう．むしろ，その根拠は信用経済の増大という本質の中に認め
　られるべきであろう．信用経済は，財政的運営にかんする従来よりもはるかに鋭
　い洞察と，この意味において営業上の記録を継続的に行うことを必要とするはず
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　である．」（Buchf．　u．　Bil．　s・3．）信用取引の発展は，一方では，たしかに商人の取
　引範囲を拡大しそれによる利潤獲得の可能性を増大する．だが，他方では，信用
　による財貨の継続的な需給が行われる場は，信用買と補償手段の関係という問題
　が発生する．商取引が円滑に行われ企業が継続的に発展してゆくためには，この
信用と補償手段の関係が一定の均衡状態を保持していなければならない．それが
一定の限度を超え両老の関係が緊張状態に達するときには，商人は自力でそれを
　正常化することはほんとど不可能に近く，経済的な崩壊を招来する（Buchf．　u．
　Bil．　S．4．）．「この信用買と補償手段の間の関係を恒常的かつ同時的に容易に概観
　（し），……その営業財産の構成要素とその財政的基礎を明瞭かつ概観的に表示す
　る」（Buchf．　u．　BiL　s．4－5．）という目的で，勘定という計算方法が発達してぎ
　た．信用経済の中心にあるものは銀行制度であるが，人名勘定の発生とその勘定
　思考の物財・資本勘定への適用，さらにはそれらの全勘定の締切りが，当初中世
　イタリー商業都市の銀行業を中心として発生してきたということは，信用経済の
　発展と複式簿記形成の同時的な相互作用を示すところの歴史的な左証，実事上の
　証明として妥当するであろう（Buchf．　u．　Bil．　s．3．）．
　　このような言及より窺いしることがでぎるのは，複式簿記実践の意味ずけに対
　する流動性への配慮である．この配慮の下に複式簿記実践が，具体的にどのよう
　に取引を認識し，勘定記入をしていくかについては，かれは，わずか1・C　HUgliの
　物的二勘定説によるべきことを暗示するにすぎない（Bilanzw．　s．258．）．
（5）R．フィツシャーによれば，「自家保険の思考」とは，損失一または費用平均
　の原則をより完全な形で組織的に示すものであり，貸借対照表作成の場合もっと
　も広範にみられる．それは，例えば各種の準備金の設定の場合である（GrundL
　s．71．）．
お　わ　　り　に
　一般に上記にみたようなR．フィツシャーの所説については，国の内外を
問わずすでに十分な紹介や優れた研究があり，それぞれのもつ問題意識の下
に各人のR．フィッシャー論が展開され，論評が加えられている・それらの
研究業績にみられる問題点を整理し，どううけとめるかということが，かれ
の所説全体の正確な理解を前提として改めて考察されたければならないであ
ろう．またその過程をつうじてR．フィッシャーの所説それ自体を現代的な
視点からどう評価するか，という問題もさけられないであろう．これらの問
題は別稿にゆずることにして，ここではR．ブイツシャー論にみられる一般
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的な二，三の論点を指摘して以後の研究の礎石としたい．
　第一に，それらのR．フィツシャー論についてひとしく共通的にいえるこ
とは，R．フィツヤーをもってドイツにおける初期動態思考が一応成立した
ものとみなしている点である．この場合，いかなる指標をもって動態論とし
て規定するのか，また，動態論へのアプローチの仕方がどのような視点から
なされるか，というよな問題の解明を基礎として，その所説に秘む種々の問
題点が提起され，功罪が問われなければならないであろう．第二は，初期動
態論の一応の完成者という共通な理解の上で，R．フィツシヤーの理論体系
の中核をなす貸借対照表の回顧的部分と予見的要素という二段構えの論理構
造をどのように理解し，それに対してどういう評価をすべきかという問題で
ある．損益計算と流動性の維持という問題は，R・フィツシャーの場合，か
れにとってはそれ自体自明な商人慣習というものの中で一元的に把握され統
一されている．だが，この問題は，より敷術すれば，流動性の維持という保
守主義思考を会計理論の中でどのように位置ずけるか，という問題として一
そう立ちいった吟味を必要とするであろう．第三は，かれの主要な関心事で
あり，また，当時の会計問題の中核であり，さらに近代会計学の試金石とい
われるかれの減価償却論に焦点をおき，減価償却問題解明の手がかりをそこ
に求めようとする努力がなされている点である．この場合，とりわけ論点と
されることは，減価償却の価値移転的側面と利益償却論にみられるような利
益留保としての側面とが厳密に区別されることなく，流動性の維持という経
営財務的要請の下に統一的に説明されている点である．その是非が，減価償
却にかんする原理的なものに即して吟味される必要があることはいうまでも
ない．そして，こうした問題をふまえた上で，かれの所説においては流動性
という商人的思考がとりわけ強調され，減価償却資金の問題に特別な配慮が
払われているが，こうしたことの現実的な意味について一そう考えてみるこ
とが必要であろう．
　これらの問題については別稿にゆだねる．
